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大規模地震対策特別措置法①

（警戒宣言等）

第九条 内閣総理大臣は、気象庁長官から地震予知情報の報告を受けた場合において、地震防災応急対策を実施する緊急の必要があると認める

ときは、閣議にかけて、地震災害に関する警戒宣言を発するとともに、次に掲げる措置を執らなければならない。

一 強化地域内の居住者、滞在者その他の者及び公私の団体（以下「居住者等」という。）に対して、警戒態勢を執るべき旨を公示すること。

二 強化地域に係る指定公共機関及び都道府県知事に対して、法令又は地震防災強化計画の定めるところにより、地震防災応急対策に係る措

置を執るべき旨を通知すること。

２ 内閣総理大臣は、警戒宣言を発したときは、直ちに、当該地震予知情報の内容について国民に対し周知させる措置を執らなければならない。こ

の場合において、内閣総理大臣は、気象庁長官をして当該地震予知情報に係る技術的事項について説明を行わせるものとする。

３ 内閣総理大臣は、警戒宣言を発した後気象庁長官から地震予知情報の報告を受けた場合において、当該地震の発生のおそれがなくなつたと認

めるときは、閣議にかけて、地震災害に関する警戒解除宣言を発するとともに、第一項第一号に規定する者に対し警戒態勢を解くべき旨を公示し、

及び同項第二号に規定する者に対し同号に掲げる措置を中止すべき旨を通知するものとする。

（地震防災応急対策及びその実施責任）

第二十一条 地震防災応急対策は、次の事項について行うものとする。

一 地震予知情報の伝達及び避難の勧告又は指示に関する事項

二 消防、水防その他の応急措置に関する事項

三 応急の救護を要すると認められる者の救護その他保護に関する事項

四 施設及び設備の整備及び点検に関する事項

五 犯罪の予防、交通の規制その他当該大規模な地震により地震災害を受けるおそれのある地域における社会秩序の維持に関する事項

六 緊急輸送の確保に関する事項

七 地震災害が発生した場合における食糧、医薬品その他の物資の確保、清掃、防疫その他の保健衛生に関する措置その他応急措置を実施す

るため必要な体制の整備に関する事項

八 前各号に掲げるもののほか、地震災害の発生の防止又は軽減を図るための措置に関する事項

２ 警戒宣言が発せられたときは、指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関、地震防災

応急計画を作成した者その他法令の規定により地震防災応急対策の実施の責任を有する者は、法令又は地震防災計画の定めるところにより、地震

防災応急対策を実施しなければならない。

３ 前項に規定する者は、地震防災応急対策を的確かつ円滑に実施するため相互に協力しなければならない。
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大規模地震対策特別措置法②

（地震予知情報の伝達等に関する災害対策基本法 の準用）

第二十条 災害対策基本法第五十一条第一項 の規定は地震予知情報の伝達について、同法第五十二条 の規定は警戒宣言が発せられた場合に

おける防災に関する信号について、同法第五十五条 から第五十七条 までの規定は都道府県知事又は市町村長が警戒宣言が発せられたことを知

つた場合について準用する。この場合において、同法第五十一条第一項 中「、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者（以下「災害応急対策

責任者」という。）」とあるのは、「その他大規模地震対策特別措置法第二条第十四号の地震防災応急対策の実施の責任を有する者」と読み替えるも

のとする。

（交通の禁止又は制限）

第二十四条 強化地域に係る都道府県又はこれに隣接する都道府県の都道府県公安委員会は、警戒宣言が発せられた場合において、当該強化

地域内の居住者、滞在者その他の者の避難の円滑な実施を図るため必要があると認めるとき、又は地震防災応急対策に従事する者若しくは地震

防災応急対策に必要な物資の緊急輸送その他地震防災応急対策に係る措置を実施するための緊急輸送を確保するため必要があると認めるときは

、政令で定めるところにより、必要な限度において、歩行者又は車両の通行を禁止し、又は制限することができる。

（地震防災応急対策に係る措置に関する災害対策基本法 の準用）

第二十六条 災害対策基本法第五十八条 、第六十条、第六十一条、第六十一条の二（同法第六十三条第四項 において準用する場合を含む。）、

第六十三条第一項及び第二項、第六十七条、第六十八条、第七十四条、第七十四条の三並びに第七十九条の規定は、警戒宣言が発せられた場

合に準用する。この場合において、同法第五十八条 中「災害応急対策責任者」とあるのは「大規模地震対策特別措置法第二条第十四号の地震防

災応急対策の実施の責任を有する者」と、同法第六十条第四項中「報告」とあるのは「報告し、及び管轄警察署長に通知」と読み替えるものとする。

２ 災害対策基本法第七十二条第一項 及び第三項 の規定は、警戒宣言が発せられた場合に都道府県知事が市町村長に対して行う指示について

準用する。

３ 災害対策基本法第八十六条 の規定は、地震防災応急対策に係る措置を実施するため必要な国有財産等の貸付け又は使用について準用する

。
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災害対策基本法

（警報の伝達等のための通信設備の優先利用等）

第五十七条 前二条の規定による通知、要請、伝達又は警告が緊急を要するものである場合において、その通信のため特別の必要があるときは

、都道府県知事又は市町村長は、他の法律に特別の定めがある場合を除くほか、政令で定めるところにより、電気通信事業法 （昭和五十九年法律

第八十六号）第二条第五号 に規定する電気通信事業者がその事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し、若しくは有線電気通信法 （昭

和二十八年法律第九十六号）第三条第四項第四号 に掲げる者が設置する有線電気通信設備若しくは無線設備を使用し、又は放送法 （昭和二十

五年法律第百三十二号）第二条第二十三号 に規定する基幹放送事業者に放送を行うことを求め、若しくはインターネットを利用した情報の提供に

関する事業活動であつて政令で定めるものを行う者にインターネットを利用した情報の提供を行うことを求めることができる。

（市町村長の避難の指示等）

第六十条 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特

に必要があると認めるときは、市町村長は、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退きを勧告し、及び急を要すると認めるときは、

これらの者に対し、避難のための立退きを指示することができる。

２ 前項の規定により避難のための立退きを勧告し、又は指示する場合において、必要があると認めるときは、市町村長は、その立退き先として指

定緊急避難場所その他の避難場所を指示することができる。

３ 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のための立退きを行うことによりかえつて人の生命又は身体に危険が及ぶ

おそれがあると認めるときは、市町村長は、必要と認める地域の居住者等に対し、屋内での待避その他の屋内における避難のための安全確保に

関する措置（以下「屋内での待避等の安全確保措置」という。）を指示することができる。

４ 市町村長は、第一項の規定により避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、若しくは立退き先を指示し、又は前項の規定により屋内での

待避等の安全確保措置を指示したときは、速やかに、その旨を都道府県知事に報告しなければならない。

５ 市町村長は、避難の必要がなくなつたときは、直ちに、その旨を公示しなければならない。前項の規定は、この場合について準用する。

６ 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の発生により市町村がその全部又は大部分の事務を

行うことができなくなつたときは、当該市町村の市町村長が第一項から第三項まで及び前項前段の規定により実施すべき措置の全部又は一部を当

該市町村長に代わつて実施しなければならない。

７ 都道府県知事は、前項の規定により市町村長の事務の代行を開始し、又は終了したときは、その旨を公示しなければならない。

８ 第六項の規定による都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。
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気象業務法 気象業務法施行令

（地震防災対策強化地域に係る地震に関する情報等の報告）

第十一条の二 気象庁長官は、地象、地動、地球磁気、地球電気及び水象の観測及び研究並びに地震に関する土地及び水域の測量の成果に基

づき、大規模地震対策特別措置法 （昭和五十三年法律第七十三号）第三条第一項 に規定する地震防災対策強化地域に係る大規模な地震が発生

するおそれがあると認めるときは、直ちに、政令で定めるところにより、発生のおそれがあると認める地震に関する情報（当該地震の発生により生ず

るおそれのある津波の予想に関する情報を含む。）を内閣総理大臣に報告しなければならない。

２ 気象庁長官は、前項の規定により報告をした後において、当該地震に関し新たな事情が生じたと認めるときは、その都度、当該新たな事情に関

する情報を同項の規定に準じて報告しなければならない。この場合において、同項中「内閣総理大臣」とあるのは、「内閣総理大臣（大規模地震対

策特別措置法第十条第一項 の規定により地震災害警戒本部が設置されたときは、内閣総理大臣及び地震災害警戒本部長）」と読み替えるものと

する。

（地震防災対策強化地域に係る地震に関する情報の報告）

第一条の二 法第十一条の二第一項 の規定による報告は、次に掲げる事項について行うものとする。

一 当該地震が発生するおそれがあると認める旨及びその理由

二 当該地震が発生するおそれがあると認められる時期

三 当該地震の震源域

四 当該地震の規模

五 当該地震が発生した場合に予想される地震防災対策強化地域における震度

六 当該地震の発生により生ずるおそれのある津波の予想

七 前各号に掲げるもののほか、当該地震について報告する必要があると認める事項

気象業務法

気象業務法施行令




